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0.0%

損 失 補 償貸　　付　　金 債 務 保 証

0

0

0

0

※備考欄は道の出資等順位が６位以下の場合に道の順位等を記載すること

316,707

0

Ｒ４年度予算（限度額）

区　　　　　　分

経費区分

補 助 金 等 総 額

補助金

委託料

624,258

負担金

交付金

45,925,592

580,471

 道 出 資 等分

遊休財産等

 

社会福祉法人

調書作成
責　任　者

一　般　職

長瀨　清

0

基本財産等

(千円)

　内線　25-612

地域福祉課

職
員

管　理　職

E-mail

1

常 勤

677,760

0.0%

地域福祉課長　森　みどり

保健福祉部

(社福)北海道社会福祉協議会

45

企画調整係

設立（登記）年月日

第５位

0.00%

区　　　　分

(開始日)

補助金等の
総額及び比率

S27.6.18

令和４年６月１日現在

011-241-3976 011-251-3971

令 和 ４ 年 度 関 与 団 体 点 検 調 書

団体名

(1)社会福祉を目的とする事業の企画及び実施
(2)社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助
(3)社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成
(4)社会福祉を目的とする事業を経営する者への支援に関する事業
(5) (1)から(3)のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業
(6)社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及び研修
(7)社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導助言
(8)市町村社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整
(9)社会福祉事業施設及び団体の連絡並びに育成
(10)民生委員・児童委員活動の協力
(11)保健医療・教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡
(12)共同募金事業への協力
(13)北海道福祉人材センターの業務の実施
(14)日常生活自立支援事業（北海道地域福祉生活支援センター）
(15)生活福祉資金貸付事業
(16)北海道ボランティア・市民活動センター運営事業
(17)北海道災害ボランティアセンター運営事業
(18)北海道介護実習・普及センターの受託運営
(19)福祉サービス第三者評価事業
(20)ノーマライゼーションの推進に必要な事業
(21)北海道高齢者虐待防止・相談支援センター
(22)北海道長寿社会推進センター運営事業
(23)中国等帰国者支援交流センター運営事業
(24)北海道障がい者就労支援センター運営事業
(25)その他この法人の目的達成のため必要な事業

札幌市

北海道社会福祉協議会は、戦後の混乱期に社会福祉事業をすすめてきた北海道民生委員連盟、北海道社会事業連盟、同胞援護会北海道支
部、北海道民生部が世話人となり昭和２６年３月２５日、札幌市において設立総会が開かれ、誕生した。　翌２７年６月１８日、厚生大臣より社会福
祉法人として認可をうけ、 「社会福祉法人 北海道社会福祉協議会」として設立された。

計

基本金

基 金 合 計 577,471

0.00%

11514

0

区　　　分 全　　　　体

団体番号

担当係又はグループ名
内線番号

種別

継続

設
立
経
緯

社会福祉法人 北海道社会福祉協議会は、北海道における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関
する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目的とする。

設
立
目
的

新規・継続の別

理事・取締役

うち道
退職者

http://www.dosyakyo.or.jp/

R3.4.1

(人)

役
員 監事・監査役

非常勤

出資・出えんの
日、金額及び比率

所在地

FAX

51

合計

111

計 101

1

89 2

1

う　ち
道兼職

3

出資・出えん者、金額及び比率

事
業
内
容

それ以下060-0002 市町村名

道立施設の指定管理者業務
を行う場合はその施設の名称

人

道退職者・その他の別非常勤

基本財産等への出資状況

勤務形態代表者 職名

中央区北2条西7丁目1番地　かでる2･7　3階

氏名

(Ｒ３決算)

連絡先

会長 その他

道の関与

(千円)

組
　
　
織

11

12

11

道職員の派遣
開始日・人数

2

ＵＲＬ

TEL

24.5%

(千円)
筆　頭

0

う　ち
道派遣

 

道補助等

89 第３位

第２位

備　考

第４位

資産額(千円)

Ｒ２年度末

差引純資産

比率

0.00%

基本財産等の計に占める損失補償・債務保証総額の割合

3

－

Ｒ元年度末

 

Ｒ３年度末 79,371,359

損失補償・債務保証総額

3,000

0

19,361,206

累　　　計　　　額

298,346

0

9,205

道費の状況

Ｒ４年度

当初予算額

(千円)

区分

0

道予算額
うち一般財源（道債を含む）

Ｒ３年度末の債務残高
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団体名： ]

10
介護従事者確保総合推進事業(離職した介護福
祉士等の再就業促進事業）

H29
13,913 13,913

(0) (0) (0)
随意契約 随意契約 随意契約

13,775

9
介護従事者確保総合推進事業（入門的研修実
施事業）

R1
20,146

(0)
プロポーザル

◎

9,338 7,527 9,081

(0) (0) (0)
随意契約 随意契約 随意契約

20,987 20,573

福祉人材センター運営事業費 H4 ●
85,716

(16,512) (16,439)

●
31,340 31,664 31,663

随意契約

8 介護従事者確保総合推進事業（職場体験事業） H21

(16,439)
随意契約 随意契約 随意契約

(0)

(0) (0) (0)
随意契約 随意契約 随意契約

7

●

(0)
プロポーザル プロポーザル

●

(4,699) (4,699) (4,555)
随意契約 随意契約 随意契約

(11,480) (11,480) (10,180)
随意契約 随意契約

13 高齢者総合相談・虐待防止センター運営事業費 H19

15 明るい長寿社会づくり推進事業 H20 ●

●
9,397 9,397 9,111

●
22,959 22,959 20,359

12 介護職員等のたんの吸引等研修事業費 H23

14 介護サービス情報開示支援事業 H24

35,149 22,388 22,519

(14,144) (22,328) (1)

付表２

(7,625)

(6,054)

11,913

(5,850)

(6,054)

(5,850)

評価損益額合計
（Ｒ３年度末現在）

取得時期

交
付
金

62,572

福祉サービス運営適正化委員会補助金

1

18
節

●

4

H12 ●

H11

H29

S27

負
担
金

6

5

●3

北海道社会福祉協議会補助金

生活福祉資金貸付事業費

11,700

(148,347)

2 S30

[ 団体番号： 45 (社福)北海道社会福祉協議会

補助金等又は
貸付金の事業名

付表１

(一般財源)

整
理
番
号

開
始
年
度

12

節

道
立
施
設
の

管
理
運
営貸

付
金

地域福祉生活支援センター運営事業費補助金

令　  　和

元 年 度

決  算  額

Ｒ３節区分 令　  　和

２ 年 度

決  算  額

146,004

●

補
助
金

20

節

委
託
料 (一般財源)

(7,996)

●

62,588

北海道災害ボランティアセンター運営活性化等
事業費

●

随意契約

償還時期

●

1,478,047

505,845

11 介護職員等研修事業費

保育士確保対策事業費補助金

39,378

随意契約

(4,613)

8

17 H24

1計

(0)

9,222
16

(一般財源)

169,401

16,954

令　　　和

３　年　度

決  算  額

-

※一般財源については道債を含む額を記載

50%以上

(0)

450

補 助 金

負 担 金

2,480,768

9,209

(0)

(4,604)(5,528)

(0)

9,226

●

8

163,736

H22

H24

交 付 金

0

-

【仕組債の保有状況】　　※道から出えん等を受けている公益法人及び一般法人のみ記載すること。

（千円）

保有銘柄数
簿価額合計

（Ｒ３年度末現在）

貸　付　金

補 助 金 等 比 率

712,940

211,546

道 　の
財政的
関与の
状 　況
決算額

285,073

9,209

(31,294)

(0)

0

459,439

0

(0)

11,700

(千円)

0
(188,841) (279,078)

(千円)

2,765,867

0

11,700

450

(5,850)

12,107 12,107

(5,957)

0

●障がい者就労支援推進事業費

S57

福祉・介護人材確保総合対策事業（キャリアパ
ス支援等研修事業）

209,112211,904

24.5%

9,222

補助金等合計

9,226

505,845

法人の当期支出総額

491,814

0

0

34.2%

0

28.7%

677,760712,940

677,760

総　　　　　　　計

169,401

16,542

(7,625)

(31,294)

63,315

0

194,338

(19,434)

(0)

18,842

(85,932) (148,347)

(31,658)

40,727

450

85,359 85,717

698,333
(234,949)

733,927525,991

39,269

随意契約

(0)

※委託料については競争性のない随意契約の額のみを記載

-

時価額合計
（Ｒ３年度末現在）

0

委 託 料
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団体名： ]

団体の適正運営　（株式会社は記載不要）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

年

年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

( ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

特になし

※「その他」欄にはその他に整備済の規程がある場合にその規程の名称をすべて記載すること

○　監査体制が整備され、適切に監査などが実施されているか。

】

4

【

●公益法人においては、外部監査を導入若しくは公認会計士や税理士あるいは経理事務精通者を監事に選任しているか。

年【実施回数】

】

【指摘・指導事項とその対応】

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

（チェックポイント）

回実施監事監査

付表２

★国又は道からの補助金等に係る団体が行う契約について、競争性・透明性を確保することを原則として道に準じた規定を整備する
　 など適正な契約事務の執行に努めているか。

（チェックポイント）

【

★入札の監視を行うための外部有識者や監査人等を委員とした入札監視委員会を設置するなど、入札の公正性、透明性、経済性を
　 確保するよう努めているか。

【開催回数】

●経理担当者以外の責任者が定期的又は随時に現金・預金の残高などを確認しているか。

●監事は最高決定機関や理事会への出席義務・報告義務（理事の不正行為や法令又は定款に違反する事実など）を果たしているか。

【実施方法】

（チェックポイント）

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

●会計に関する規程や給与等に関する規程などを整備し、これに基づく手続きに従い適正に会計事務を執行しているか。

(社福)北海道社会福祉協議会

【整備済の規程】　※整備済の規程がある場合は□にレを記入すること

】

○　団体に必要な諸規程を整備し、これに基づき適正に業務を行っているか。

2

●通帳と印鑑を別々に管理するなど担当者の判断のみでは預金の出し入れができないような体制にしているか。
   また、日常的な資金管理に当たっては使途や目的が明らかでないものがあるなど必要以上に預金口座を設けていないか。

4

45

（チェックポイント）

★公益法人のうち、道が資本金等の２分の１以上を出えんしている法人は、役職員の報酬・退職金等について、地方公務員
　 （北海道職員等）の給与等の水準と比べて不当に高額に過ぎないよう留意するほか、役員の在任年齢に関する規程を整備するよう
　 努めているか。（役職員の報酬・退職手当等に関する規程の提出を求めること）

●交際費については、執行できる場合や限度額等を定めるとともに、飲食等のあった年月日、場所、相手方、人数を記載した書面に
　 より、必要な支出か否かを事前事後にチェックするシステムを構築しているか。

【開催回数】

○　出納事務等に係るチェック体制が整備されているか。

[ 団体番号：

【

★内部監査や部内検査は、適切に行われているか。

★道からの補助金等は、必要に応じ区分経理をするなど、出納の明確化に努めているか。

回開催

回開催

●社員総会や評議員会は、法令や定款に基づき、定期的に開催し、適正に運営されているか。
　 招集手続きや決議、議事録作成（署名・捺印を含む。）などを適正に行っているか。

●理事会は、法令や定款に基づき、定期的に開催し、適正に運営されているか。
　 招集手続きや決議、議事録作成（署名・捺印を含む。）などを適正に行っているか。

○　団体の最高決定機関や理事会は適正に運営されているか。

【 】

はい いいえ その他

はい いいえ その他

はい いいえ その他

役員報酬規程 職員給与規程 役職員退職手当規程
役員選任規程（役員の在任年

齢を規定したものを含む）

事務決裁規程 旅費規程 会計規程 契約に関する規程（入札に関す

る規定をしたものを含む）
就業規則

はい いいえ その他

文書管理規程 その他

- 3 -



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

（チェックポイント）

当該資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

※ 満期保有目的の債券：満期まで所有する意思をもって保有する社債その他の債券

その他資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らか
にするために必要な事項

●適切な会計基準を採用しているか。 【会計基準の名称】

【財務諸表に対する注記】　　※直前の決算年度分

1

【

●各支部の事業や会計を把握するとともに、支部までを含めた監事監査を実施しているか。

5

6

7

8

○　財務諸表（貸借対照表、正味財産増減計算書及びキャッシュフロー計算書）は真実な内容を明瞭に記載しているか。
　※道と連結決算の対象となる団体のみ記載すること。

9

10

保証債務（債務の保証を主たる目的事業とする法人を除く。）等の偶発債務

11

12

】

備　　考

●会計処理の原則及び手続き並びに財務諸表の表示方法は、毎事業年度これを継続して適用し、みだりに変更していないか。

継続事業の前提に関する注記

はい

●財務諸表は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づいて作成されているか。

2

3

いいえ 該当なし

記載の有無

資産の評価基準及び評価方法、固定資産の減価償却方法、引当金の計上基
準等財務諸表の作成に関する重要な会計方針

4

基金及び代替基金の増減額及びその残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

14

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の財源等の内訳

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

当該債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残
高

担保に供している資産

重要な会計方針の変更の理由及びその影響額

13

【

○　支部を含めた内部統制機能の充実が図られているか。　※支部を有する団体のみ記載すること。

】

●資産、負債については、法令や会計基準に則った評価を行っているか。

区　　　分

（チェックポイント）

重要な会計方針を変更した場合

固定資産について減価償却累計額を
直接控除した残額のみを記載した場
合
債権について貸倒引当金を直接控除
した残額のみを記載した場合

補助金等：補助金、負担金、利子補給金及びその他相当の反対給付を受けない給付金等（役務の対価としての委託費等は含まない。）

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

重要な後発事象

関連当事者： (1) 当該法人を支配する法人、(2) 当該法人によって支配される法人、(3) 当該法人と同一の支配法人をもつ法人、
                   (4) 当該法人の役員又は評議員及びそれらの近親者

17

キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲及び重要な非資金取引

16

15

関連当事者との取引の内容

重要な後発事象： 決算日後に発生し、当該事業年度の財務諸表には影響しないが、翌事業年度以降の法人の財政状態、経営
                         成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす会計事象

はい いいえ その他

はい いいえ その他
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

★公益法人以外の法人においては、これに準じた取扱いに努めているか。

○1 定款

事業報告書又は営業報告書4

○

10

○

－9

○

職員の給与に関する情報 －

○

※９及び１０については道が資本金等の1/4以上を出資又は出えんしている法人のみ記載すること

6

5

事業計画書

－役員の報酬・退職金の支給基準

7

8

○

－

3

○

●公益法人は、認定法に基づき、業務及び財務等に関する資料を事務所に備え置き、一般の閲覧に供しているか。

【

○　情報公開の内容が充実しているか。　

予算関係書類

－

★公益法人は、業務及び財務等に関する資料をインターネットにより、常に最新の状態で適切な時期に公開するよう努めているか。

2 ○

●公益法人は、認定法に基づき、役員報酬等の支給基準の公開、事務所への備え置きや閲覧への対応をしているか。

★道が資本金等の４分の１以上を出資又は出えんしている法人は、その職員数や給与に関する情報を公開するよう努めているか。

○決算関係書類（財務諸表）

○

★公益法人以外の法人は、業務及び財務等に関する資料の公開について公益法人に準じた取扱いに努めているか。

○

備　　　　　考

（チェックポイント）

　 公開内容（公表しているものに○印を付ける）

団体のホームページ

】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公開媒体
　公開情報

○

○

社員名簿（社団法人のみ）

役員名簿

主たる事務所への備え置き

－ －

職員数に関する情報

2
交換、受贈等によって取得した資産の取得価額は、取得時における公正な評
価額としているか。

3
受取手形、未収金、貸付金等の債権については、取得価額から貸倒引当金
を控除した額を貸借対照表価額としているか。

1 資産の貸借対照表価額は、取得価額を基礎として計上しているか。

【資産の評価】　　※直前の決算年度分

区　　　分 備　　考はい いいえ 該当なし

8
資産の時価が著しく下落したときは、回復の見込みがあると認められる場合
を除き時価を貸借対照表価額としているか。（※減損処理→評価差額は正味
財産増減計算書に計上されているか。）

6
棚卸資産（商品、製品、仕掛品、半製品、原材料、貯蔵品など）については、
取得価額（時価が取得価額よりも下落した場合は時価）を貸借対照表価額と
しているか。

7

著しく下落 … 帳簿価額から概ね50％を超えた場合

5
満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券
のうち市場価格のあるものについては、時価を貸借対照表価額としているか。

4
満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式については、取得
価額を貸借対照表価額としているか。

子会社株式    … 議決権の過半数を保有している
                        場合の当該企業の株式
関連会社株式 … 議決権の20％以上50％以下を
                        保有している場合の当該企業
                        の株式

有形固定資産及び無形固定資産については、取得価額から減価償却累計額
を控除した価額を貸借対照表価額としているか。

はい いいえ その他
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】備考

●財産の運用に関し、基本的な考え方や最高決定機関などを明確にした管理運用規程を策定しているか。

○　政治活動に関する寄附等は適切に取り扱われているか。

預貯金
（日常決済用の預貯金を除く）

（チェックポイント）

預貯金
（日常決済用の預貯金を除く）

●道の出えん等の運用は、安全、確実な方法、すなわち元本が確実に回収できるほか、固定資産としての常識的な運用益が
   得られ、又は利用価値を生ずる方法（例えば、国債、地方債、政府地方債など）で行っているか。

【

○　　財産（運用を目的とした債権及び預貯金）に関する安全な運用を徹底しているか。
　　※道から出えん等を受けている公益法人及び一般法人のみ記載すること。

備　　　考

●道から補助金等や出資・出えんを受けている関与団体は、政治資金規正法により政治活動に関する寄附が制限されていることに
　 留意しているか。

運用収入

】

●政治団体の主催する政治資金パーティーのパーティー券の購入を自粛しているか。

運用方法
・　金　額

その他債権

公共債

Ｒ　２　年　度

【

●金融機関の経営状況、各金融商品の性格やリスクなど、必要な情報を把握した上で財産の運用に当っているか。

Ｒ　３　年　度Ｒ　元　年　度

●既に安全、確実とはいえない方法により運用している場合は、金利や為替、債権等の市場動向、発行体の経営状況などを
 　常に把握し、途中売却の可能性などを検討しているか。（この場合、原則として、元本の毀損は避けること）。

単位：千円

★道の出えん等以外の財産の運用も、道の出えん等の運用に準じるなど慎重に行うよう努めているか。

公共債

預貯金
（日常決済用の預貯金を除く）

○　団体の適正運営に関し、改善が必要として指導等を行った場合には、その内容を記載すること。

（チェックポイント）

その他債権 その他債権

※公共債とは国債、地方債、政府保証債をいう。
※備考欄は運用方法の大幅な変更や運用収入の大幅な増減があった場合に記載すること。

公共債

】はい いいえ その他

はい いいえ その他
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団体名： ]

団体の健全経営

（

役員人件費比率

26,564,386

1.0%

5,332

役員平均年収 5,332

○　団体の健全経営に関し、改善が必要として指導等を行った場合（債務超過や借入金の大幅な増加など）には、その内容を
　　 記載すること

】

（理由、対応策）

正味財産増減額
※株式会社の場合は当期利益

5,332

固定費の経常費用に占める割合をい
う。この数字が高いということは効率的
な運営ができていないことを意味する。

※固定費とは人件費、地代家賃、水道
   光熱費、消耗品費、支払利息、減価
   償却費、リース料、設備費などをいう。

総資産に占める自己調達した資本の割
合を示す。法人の財務内容が安全かど
うかを知る上で重要な指数である。高
ければ高いほど良い。

⑥　人件費は抑制されて
　 　いるか？（対前年度比）

（チェックポイント）

●中長期の経営計画や改善計画などを策定し、団体の計画的な経営を行っているか。

508,107

29.6%38.0%

R２年度
人件費の合計額が経常費用に占める
割合を示す財務指標である。この人件
費率が大きければ大きいほど、法人に
とって人件費の負担が重いことを示し
ている。

短期負債と、これを返済するのに必要
な財源を比較する比率。比率が高い
ほど返済能力があり経営の安全が保
たれていることを表す。

R元年度

固定費

42.5%

569,121

流動比率

2,385,679

R元年度

人件費のうち何％が役員人件費に向け
られたかを示す。組織の効率性を見る
指標の一つである。

R２年度

-3632.4%
R２年度

0.9%

⑦　役員人件費は抑制されて
　　 いるか？（対前年度比）

（理由）※減少傾向または赤字の場合

-1,026

828,435

92.9%

（千円）

指　標　名

25,718,522

33,445,767
※公益法人については収支相償につい
　 ても留意すること

付表３

計　算　式　等

1,791,451

R元年度

[ 団体番号：

正味財産の増減（当期利益）は、法人の経
営状況を判断するうえで最も重視される数
字で、法人の事業が順調に運営されている
か否かを見る基本的指標であり、増加して
いることが望ましい。

(社福)北海道社会福祉協議会

97.8%

安
全
性
・
健
全
性

３年度
（対前年比）

20,849,560

4271.9%

234,019

R２年度 R３年度R元年度

R元年度

自己資本比率＝正味財産/総資産（資産）×１００
※株式会社の場合は資本/資産×１００

19,361,206

②　自己資本比率は改善して
　 　いるか？（対前年度比）

6,881,381

２年度
（対前年比）

①　正味財産増減の状況は
　　 どうなっているか？

45

5.0%-0.1%

49,523,524

-1.9%

R３年度

5,332

正味財産増減額

1,338,486

-2.4%

0.0%

5,332

R３年度R２年度

総資産

587,347

役員人件費

R３年度

R元年度

役員人件費比率＝役員人件費/人件費×１００

845,864

人件費

79,371,359

流動比率＝流動資産合計/流動負債合計×１００

長期借入金 800,000

81,194,842

32.0%

105,286

借入金合計

649,320流動負債

短期借入金

800,000

9,997,063 22,834,255

R２年度R元年度 R３年度

28,435

35.9%

人件費比率＝人件費/経常費用×１００

800,000

573,555

5,322

（借入金を受けている理由）

905,286

人件費比率

92.7%

貸付事業における貸付原資の確保を目的に、会計間で
の借入を行う必要があるため。※外部からの借入金は
なし。

104,260

⑤　固定費は抑制されて
　　 いるか？（対前年度比）

固定費比率＝固定費/経常費用×１００

流動資産 （理由）

所管部の所見

34.0%

0.9%

（理由）※債務超過の場合は対応も記載すること

恒常的に借入金を受けていないかどう
かの確認。恒常的な借入金はないことが
望ましい。

固定費比率

経常費用

（理由、対応策）

76,851

643,239

3516.6%

④　流動比率は改善している
　 　か？（対前年度比）

639.5%

2877.1%
15,256,636

③　借入金に依存していない
　　 か？

904,260

R３年度

正味財産

自己資本比率

借入金額

1,982,647

R３年度

（理由、対応策）

-6.6%

-5.9%

-0.1%

効

率

性

673,824

R２年度

○　計画的な経営が行われているか。 【 ）

45,925,592

改善している

横ばい

改善していない

改善している

横ばい

改善していない

抑制されている（横ばいを含む）

増加している

抑制されている（横ばいを含む）

増加している

抑制されている（横ばいを含む）

増加している

はい いいえ その他

増加傾向

横ばい傾向

減少傾向

赤字（3年度が赤字）

借入金を受けていない

依存していない

依存している
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団体名： ]

団体の自立化

名 2 年 4 月 1 日 ～ 8 年 3 月 31 日

 

45

30

付表４

　事業の名称

[ 団体番号：

令和

　開始年度

昭和

【主な変化の状況・要因・その後の対応等】

【廃止又は縮減が困難な理由・その後の対応等】

昭和

年度

本会の実施する社会福祉を推進するための事業は、道政を補完する役割を果たしていることから、保健福祉行政に精
通した道職員の派遣により、北海道の施策（事業）の適確かつ効果的、効率的な推進（実施）を図るため。

派遣人数

○　団体の目的や実施事業に対する社会的要請に変化はないか？　また、道の施策推進における役割は明確か？
　　 前年度の点検調書で３つ目の選択肢（｢設立時から劇的な変化があり、役割も不明確である｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること

派遣の目的

57

令和

　開始年度

　　○道からの職員の派遣状況はどうか。また、派遣職員は最小限となっているか？
      前年度の点検調書で２つ目の選択肢（｢早期引揚げが可能｣）を選択した団体については、
　　　その後の対応等についても記載すること
　　　 ※道から職員を派遣している団体のみ記載すること

○　道から団体に対する競争性のない契約方法による委託について競争性のある契約方法に変更することができないか？
　　 １０年以上の長期に渡る競争性のない契約による委託がある場合は主な事業の名称等を記載すること
　　 また、前年度の点検調書で１つ目又は２つ目の選択肢（｢すべて委託について競争性のある契約方法に変更が可能｣又は
　　 ｢一部の委託について競争性のある契約方法に変更が可能｣）を選択した団体についてはその後の対応等についても記載すること
　　 ※道からの競争性のない契約による委託がある団体のみ記載すること

本会は、社会福祉法人という性格上、営利活動が制限されていることから、自ら収
益を得ることが困難であることに加え、社会福祉関係職員に対する研修など福祉に
関する様々な事業を実施することにより、道内における社会福祉の推進を図るな
ど、道行政の補完的役割を担っていることから、補助金等の廃止又は縮減は困難
である。

1
道からの派遣開始・終了予定
時期

　【主な１０年以上の長期に渡る委託事業の概要】

年度

【競争性のある契約方法に変更が困難な理由・その後の対応等】

行政機関や司法機関との関係はもとより、道内全体の社会福祉施設などとの調整
機能を有しているほか、道全域での事業を適切に運営することが可能な公共的性
格を有する団体は本会のみであるため。
なお、契約に当たっては、出納局長通知に基づき、指名選考委員会の審議に付し
ており、効果的・効率的に実施することが可能な最低限の事業費となっている。

【最小限と考える理由・その後の対応等】

道からの派遣は２名（最小限）のため。

○　道からの補助金等（補助金、交付金及び負担金）について、さらなる縮減又は廃止をすることができないか？
　　 １０年以上の長期に渡る補助金等がある場合は主な事業の名称等を記載すること
　　 また、前年度の点検調書で１つ目又は２つ目の選択肢（｢廃止が可能｣又は｢縮減が可能｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること
　　 ※道から補助金等を受けている団体のみ記載すること

　事業の名称

【派遣状況】

(社福)北海道社会福祉協議会

　【主な１０年以上の長期に渡る補助金等事業の概要】

設立時から変化はなく、役割も明確である。

設立時から劇的な変化があり、役割も不明確である。

設立時から多少の変化があるが、役割は概ね明確である。

廃止が可能

縮減が可能

廃止又は縮減は困難

すべての委託について競争性のある契約方法に変更が可能

一部の委託について競争性のある契約方法に変更が可能

競争性のある契約方法への変更は困難

すでに最小限となっている

早期の引揚げが可能
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○　道からの出えん等については、その目的に沿って活用されているか？
　　 前年度の点検調書で３つ目の選択肢（｢出えん等の目的に沿わない活用をしている｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること
　　 ※道から出えん等を受けている公益法人等のみ記載すること

　　○道の施策推進などのために団体との意見交換や情報共有等を行っているか？

　○道からの補助金等、競争性のない契約方法による委託料、派遣職員数、出資・出えん金等が増加した場合又は増加する
　　 予定がある場合にはその内容を記載すること

○　道からの出資、出えん等の必要性が薄れている団体について、その出資・出えん等を売却又は返戻をすることができないか？
　　 前年度の点検調書で１つ目又は２つ目の選択肢（｢売却又は返戻が可能｣又は｢一部について売却又は返戻が可能｣）を選択
　　 した場合はその後の対応等についても記載すること

【売却又は返戻が困難な理由・その後の対応等】

20 日

　○前年度の点検及び現地調査において指導事項がある場合にはその改善状況を記載すること

　○本点検調書の作成に当たり団体へのヒアリングを実施した場合はその方法と実施年月日を記載すること

ヒアリングの実施年月日

ヒアリングの方法 メール又は電話等によりヒアリングを実施した。

4 6令和 年 月

【指導事項】 【改善状況】

【意見交換等を行っている場合はその主な内容】

〇令和３年度第１回　道と道社協による地域福祉推進に係る連絡調整会議
　日時：令和３年1２月２７日（月）10:00～
  意見交換内容：（１）コロナ禍における経営への影響
　　　　　　　　　 　（２）経営安定化に向けた取組状況について
　　　　　　　　　　 （３）今後の人材育成について

【継続が必要な理由・その後の対応等】

○　今後も道からの出資・出えん等を継続する意義や必要性はあるか？
　　 前年度の点検調書で３つ目の選択肢（｢道からの出資・出えん等の必要性は薄れている｣）を選択した団体については
　　 その後の対応等についても記載すること
　　 ※道から出資・出えん等を受けている団体のみ記載すること

【出えん等の目的に沿わない活用をしている理由と返戻の方向性・その後の対応
等】

道からの出資・出えん等の継続が必要

道からの出資・出えん等の意義は減少したが、一定程

度の出資・ 出えん等の継続は必要

道からの出資・出えん等の必要性は薄れている

出えん等の目的に沿って活用している

一部については出えん等の目的に沿わない活用も見ら

れるが概ね出えん等の目的に沿って活用している

出えん等の目的に沿わない活用をしている

売却又は返戻が可能

一部について売却又は返戻が可能

売却又は返戻は困難

定期的又は随時に意見交換等を行っている

必要な場合は意見交換等を行っている

意見交換等は特に行っていない
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